
Jr塞 士 論 文

岩 手 県 に お け る教 育 環 境 の地 域 格差

岩手大 学大 学 院人文社 会科 学研 究科

修士 課程 地域 文化専攻 ･文化基礎論専修

石 報 持 岡 イ言 行

1 9 9 8 年 1 月



目 次

Ⅰ は じめ に

1.課題 と目的 - - - ･- - ･- - ･- - - ･- ･- - - - - ･- ･- ･

2.分析 の手順 - - - ･- - - - ･- - ･- - - - ･- ･- - - ･- -

Ⅱ 小学校教育 の地域格差

1.学校数 と児童数 の変化 - - ･- - ･- - - ･- - - - - - ･- -

2.学校規模 の変化 ･- - ･- ･- - - - - - ･- - - - ･- - ･- -

3.各地 区の学校規模 に よる地域 区分

Ⅲ 高等学校教育 の地域格差

1.学校数 と生徒数 の変化 - - - - - - - - - - - ･- ･- - ･- ･

2.学校規模 の変化

3.高校収容 力 と高校進学率 の変化

4.職業学科 の設置状 況 ･ - - ･ - ･ - ･ - - ･ - ･ - - - ･ - ･ - ･･-

ⅠⅤ ま とめ

注

文 献

第 1表～第 13表

第 1図-第20図

15

18

20

23

24

31.-43

44-63



Ⅰ は じめに

1.課題 と目的

道路 ､鉄道 ､上下水道 ､電力､ガス､電話 ､病院､郵便局 ､銀行 ､商店､公園､

各種文化施設 な ど､人 々が快適 な生活 を営 む上 で必要 となる 日常的 ･基礎的な施設

を ここでは生活環境施設 と呼ぶ こととす る｡各種生活環境施設め中で､いずれの施

設 を重要 と見 るかは､個 々人 の年齢や職業 ､収入 ､家族構成 ､価値観 などによって

異 なって くるであろ う｡ この うち､就学年齢 に適 した､あ るいは間 もな く就学年齢

に達 しようとする子 どもをもつ人 々とその子 ども本人 に とって､生活環境施設 とし

ての学校や､学校 も含めた居住地域 の教育環境 は､大 きな関心事である｡そ して､

世 間一 般 の教育 へ の 関心 の高 ま りとともに､今 日､教育環境 は医療環境 な どと並

び､その地域の生活環境 の良否 を決定づ ける重要 な要素 といわれ るまでになってい

る｡

ところで､教育学 では､教育環境 を ｢子 どもの身体 的 ･精神 的な発達 に影響 を及

ぼす外的条件 となる環境｣ と定義 し､さ らに､教育環境 の類型 として､家庭環境 ､

社会環境 ､学校環境 の 3つ をあげている (細谷 ･奥 田 ･河野 ･今野編 ,1990)｡教

育環境 とい う用語 の定義 につ いては､本稿 にお いて も上記 に従 う｡ただ､本稿 で

は､ この教育環境 の 中で も特 に学校環境 に焦点 を絞 り､その地域格差 を論 じてい

く｡従 って､以後 ､本稿 において教育環境 とい う用語 を用 いた場合､それは基本的

に学校環境 を意味す るものである｡ちなみ に､学校環境 もその具体的内容は多岐 に

わ たる｡例 えば､学校 の敷地 の広狭 ､校舎建築 の間取 り ･使 い勝手 ･日当た り ･傷

みの程度､施設 ･設備 ･教材 ･教具の整備状況 な どといったいわばノ＼- ド面での学

校環境 もある-し､教職員 の構成や指導力 といったソフ ト面 での学校環境 もあるO ま

た､各学校 の児童 ･生徒数 あるいは学級数 であ らわ され る学校規模 も､学校環境の

重要 な要素 である｡ また､社会環境 と重複 する部分 もあるが､単 に 1つの学校 だけ

の問題 ではな く､各地域 内にどの ような学校 が どの ように分布するか､さらに高校

以上 の学校 につ いては､各地域の進学希望者数 に対 する入学定員 の割合や地域の進

学率 の状況 な ども学校環境の構成要素 として考 え られ よう｡
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さて､公立学校 ･私立学校 の別 を問わず､わが国の学校教育 は､教育基本法や学

校教育法 といった法令 の規定 に基づ いて運営 されている｡特 に､各教科や特別活動

等 の指導 につ いて は､文部省 が定 め る学 習指導要領 にお いてガイ ドライ ンが示 さ

れ､ 日本全国で文部省 の検定 をパス した教科書 を使用 し､内容的に共通 した教育が

行われ ることになっている｡ もちろん､私立学校等 において､建学の精神 を生か し

た学校独 自の教科 ･科 目や行事が取 り入れ られた りすることはあるし､公立学校 に

おいて も､学校 ご との実態や地域社会 か らの要請 に応 じた教育 内容が加味され るこ

とはある｡ しか し､そ うしたものはあ くまで も副次的な ものに過 ぎない｡ ことの善

し悪 しは別 に して､以上 の ように､わが国の学校教育 は､教育 内容やそ こか ら得 ら

れ る教育効果 の画一性や平等性 を重要 な理念 の一つ として進 め られている｡

以上の ような教育 内容や教育効果の平等性 を確保す るには､ 日本全国の各学校お

よび各地域 の教育環境が一定の水準以上 にあ り､いずれの地域 の子 どもであって も

望 ま しい教育環境 の中で学校生活 を送 れ るよ うで な くて はな らない｡ しか しなが

ら､現実 は必ず しもその ようになっている とは限 らない｡地域 によっては､児童 ･

生徒 が不十分 な教育環境 の中に置かれ､ ひいては享受 しうる教育内容や教育効果 の

点 において不利 な状況 に置かれている例 も存在 す る｡

このように､教育環境 に地域 的な差異 が存在 す るとすれば､ この問題 は地理学の

研究 テーマ とな りうる｡では､わが国の地理学研究者 は､ こうしたテーマにどの よ

うにアプ ローチ して きたのであろうか｡

日本の地理学会 にお いて､教育現象 をテーマ とす る研究 は､他の研究分野 に比べ

て盛 ん とはいえない｡ しか し､過疎地域 における学校の統廃合や通学区域の変化 を

扱 った研究 は､ これ までにも散発的に行われて きた日｡ また､以下 に列挙するよう

に､本稿の ような教育環境 や教育サー ビスの地域 的な不均衡 に者 目した研究 も数例

発表 されている｡

まず､大都市 圏へ の急 激 な人 口集 中が続 いて いた高度経済成長期 ､小峯 ･中沢

(1970)お よび奥藤 (1970) は､首都 圏での急激 な人 口移動 に ともな う′J＼･中 ･高

等学校の児童 ･生徒数 の増減 を論 じている｡ また､岡田 (1970,1974)は､高校生

･大 学生 の学 力 レベル の地 域差 や進学 時 の生徒 ･学生 の移動 の特徴 に論及 して い

る｡

1980年 代 に入 る と､小 峯 (1983) がそれ までの 自 らの研究 を集大成 し､その中

で､教育環境 に関わ るい くつかの指標 を地図化 し､教育環境の地域格差の問題 が地
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理学研究 の一分野 として成 り立 ち うることを示唆 している｡関口 (1983)は､短期

大学 を例 に､全国の各都道府県 を基域 として､学校数 ､学生数 ､進学率等の指標 を

用いて地域差 を論 じている｡ また､原 田 (1986) も､各都道府県 を基域に､在学者

数や大学進学率等の指標 を用いて教育環境の地域格差 を論 じている｡さらに､浮 田

(1988) は､研究論文 ではないが､高校の地理教師 を対象 とした冊子 に掲載 した一

文 において､ ｢現在 で も､ 自宅か ら高等学校へ通学 できない とい う地域が､日本 に

は少 なか らず存在 するに も関わ らず､系統 的な調査が行 われていない｣ と問題提起

し､地理学の一研究分野 としての ｢教育地理学｣の発展 を提唱 している｡

1990年代 に入 る と､酒川 (1990)が英国 を例 に教育サー ビスの地域格差 を論 じ､

また､川 田 (1992,1993) は､全国的スケール と局地 的スケールのそれぞれについ

て､高等教育機関卒業者比率 を指標 として教育水準 の地域差 について論 じている｡

ところで､以上 の よ うな先行研究 は､各都道府県 を基域 として 日本全国を研究対

象地域 とするいわばマクロレベルの研究が中心 で､川 田 (1993)の例 を除 き､都道

府県内あるいは市町村 内の ような レベルでの教育の地域差 につ いては､十分 な検討

がなされてきた とはいえない｡ また､~教育環境 の地域格差 が､時間の経過 とともに

どの ように変化 す るのか とい う視点 に立 った分析 も例 が少 ない｡特 に､近年の少子

化の進行 に ともな う教育環境の変化 につ いては､少子化 それ 自体が比較的新 しい現

象であるだけに､本格 的に検討 され た例が存在 しない｡さ らに､教育環境 とい う観

点か ら､義務教育学校 と義務教育後の学校 を対比的に扱 った報告 も例がない｡以上

の事実 を踏 まえ､本稿 では､都道府県 レベルの地域 において､教育環境の地域格差

が変化 してゆ く状況 を､義務教育学校 と義務教育後 の学校 を対比 しなが ら明 らかに

する ことを目的 とす る｡

なお､モイスブルガ- (1990) は､教育 に関す る地理学研究 のテーマには､(訂知

識 の空間的差異 ､情報水準 ､教育 ･能力水準 の空間的差異 の研究お よびそれ らと経

済 ､社会の空間構造 との相互作用の研究 ､②教育施設 (学校 ､大学､その他の教育

施設 な ど)の地域的､社会的流入圏の研究 お よびそれ らと経済 ､社会の空間構造 と

の 相 互 作 用 の 研 究 ､ の 2つ が あ る と して い る ｡ こ う した立 論 を踏 まえ ､川 田

(1994) は､① を社 会地理 学 的研究 ､② を政治 地理学 的研究 と位置づ げ､特 に②

を､② - 1教育機会の分布 と多様性の研究 ､② - 2教育的イノベーシ ョンの拡大 お

よび拡散の研究 ､② - 3学校の立地原理お よび通学 圏の研究 ､② -4教育サー ビス

の地域性の研究の 4類型 に分 けている｡ こうした枠組み に本稿 を位置づ けるとする
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と､本稿 は､② - 1 (教育機会の分布 と多様性 の研究 ) と② -4 (教育サー ビスの

地域性 の研究 )の両方 の要素 をもつ といえる｡
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2.分析の手順

本稿 では､義務教育学校の例 として小学校 を､義務教育後 の学校の例 として高等

学校 を取 り上 げる｡両者 を比較 するのは､教育 を行政 が住民 に提供するサー ビス と

考 えた時､低次のサー ビス (小学校 ) と高次 のサー ビス (高校 )では分布パター ン

に顕著 な差が生 じる と予想 され るか らである｡義務教育学校 に小学校 と中学校があ

る中で小学校 を選 んだの も､小学校 の方 が学校教育 の中で よ り次元の低 い最 もベー

シ ックなサー ビスであ り､高校 との比較 の対象 として妥 当性 が高 いと判断 したため

である｡

研究対象地域 として岩手県 を選択 したO同県は､県内の経済 的 ･文化的地域格差

が大 きく (青野 ･居留川編 ,1975) ､その ことか ら､学校環境 はもとよ り社会環境

や家庭環境 まで含 め た教育環境全体 に顕著 な地域格差が存在 することが予想 され､

本稿 の 目的か らして好適 な条件 を備 えている といえる｡

時間の経過 に ともな う変化 の状況 を見 るために､経済的に も社会情勢的にも異 な

る背景 を もつ 1965年 と1995年 の比較 を行 う｡ この うち､ 1965年 は高度経済成長期前

期 に相 当する｡ この時代 は､特 に高校 にあっては一般国民 の所得水準の上昇 とあい

まった進学率の急上昇期 にあた り､同時 に第一次ベ ビーブー ム世代が一斉 に高校進

学期 にさ しかか った こ とか ら､史上最大 の高校教育拡大期 を迎 えていた｡一万 ､

1995年 は高校進学 率 の上 昇 に よる高校 教育 の事実上 の義務教育化 が完成 して久 し

く､ また､小学校 と高校の双方 とも少子化 の影-響が本格的 にあ らわれて きた時期 に

相 当する｡

本稿 では､ このあ との第 ⅠⅠ章 において小学校 ､第m章 において高校 を取 り上げ､

それぞれの教育環境 の地域格差 につ いて検討 を加 えてゆ く｡教育環境の状況を示す

指標 としては､小学校お よび高校 とも地域 ご との学校数 ､児童 ･生徒数 を用いる｡

前節 に述べたように教育環境 の構成要素 は多岐 にわ たるが､それ らの中で学校数 と

児童 ･生徒数 を主 たる指標 とするのは､児童 ･生徒数 の変化 に対応 した学校の新設

や統廃合の進捗状況 ､さ らには 1校あ た り児童 ･生徒数 の多寡 (学校規模 )が学校

環境 の善 し悪 しにつ ながる と考 えるか らであ る｡

なお､ このほかに小学校 では複式学級 の設置状況､高校 では各地域の進学率や地

域 内の中学卒業者数 と高校入学者数の比率 ､ さらに各地域の職業学科の設置状況 な

ども指標 として用 いる｡そ して､1965年 と1995年 の 2つの時点 において､ これ らの
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値が県内の各地域 で どの よ うに変化 したかを見 てゆ くo

各地域の学校数 と児童 ･生徒数お よび各小学校の複式学級 の設置状況や各高校の

職業学科 の設置状況 につ いては､岩手県教育委員会が文部省 の学校基本調査の結果

をもとに編集 している 『学校一覧』を もとに集計 を行 った｡ この冊子 は､1950年以

降毎年発行 されてお り､年次 によって若干構成が異 なるものの､岩手県内すべての

小 ･中 ･高校の学年別 ･男女別の児童 ･生徒数 ､学級数 ､教職負数 などがわか るよ

うになっている｡ また､各地域の中学卒業者数や高校入学者数 につ いては､岩手県

統計調査課で編纂 す る 『岩手県統計年鑑』 を資料 とした｡

第 1図 に研究対象 地域 を示 した｡ 1997年現在 ､岩手 県 には59の市 町村 が存在 す

る｡本稿 では､ この59市 町村 を小学校 のデユ タを集計 する際の基域 として用い､個

々の市町村 を ｢地 区｣ と称 す る｡高校 につ いては､地 区 (市町村)ごとの集計 も可

能 であるが､全 日制普通高校 につ いては学 区が設定 されてお り2)､通学範囲 も市町

村の枠 を超 えた学 区が単位 となっている事例 が多い｡そ こで､商圏､通院圏 といっ

た各種 の 日常生活 に関わ る圏域 も考慮 に入れなが ら (青野 ･尾留川編 ,1975)､学

区をもとにい くつかの地 区を統合 して15のユニ ッ トを構成 し､個 々のユニ ッ トを ｢

ブ ロ ッ ク ｣と称 す ることに したO この15ブ ロ ックは､高校 の教育環境 を見 る際の基

域 と して用 い る とともに､小学校 の地域 ご との傾 向 を見 る際の単位 として も用 い

る｡
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Ⅱ 小学校教育の地域格差

1.学校数 と児童数 の変化

岩手県では､高度経済成長期以降､10歳代後半か ら30歳代 までの人 口再生産世代

が､就業の場 を求 めて首都圏 をは じめ とす る県外へ流 出す る傾 向が続 いてきた｡ま

た､ 日本全国の動 向に歩調 を合わせ るよ うに､出-生率 の低下 に伴 う少子化 も進んで

いる｡ こうした事情 が､岩手県全体 の児童数の減少 を もた らし､さ らには学校数の

減少 にまでつ なが っている (第 1表 )｡ただ､ こうした児童数お よび学校数減少 の

様相 には､県内の各地域 によって差異 が見 られ る｡

第 2図 は､地 区 (市 町村 )別 に1965年 か ら1995年 にかけての児童数の変化 をみた

ものである｡ これ に よる と､ 1965年か ら1995年 までの間に､ 59地区中56地区で児童

数が減少 している｡中で も岩手 ､平舘 ､東磐井 ､遠野 ､釜石 ､宮古､岩泉､久慈 ､

二戸 の各ブ ロ ックでは､ 1995年 の児童数 が1965年の39%以下 とい う地区が半数以上

を占めて い る｡ この こ とは､北上 山地 や太平 洋沿岸地域 ､そ して県北地域 にお い

て､人 口再生産世代人 口の減少 と少子化 に連動 した児童数の減少が特 に激 しかった

ことを示 している｡

これに対 して､盛 岡､花巻 ､北上 ､水沢′､一関の各 ブロ ックにおいては､児童数

の減少 は比較 的接 や か な もの とな って い る｡特 に､盛 岡ブ ロ ックの盛 岡市 ､滝沢

村､矢 巾町の 3地 区では児童数が増加 している し､花巻市 ､北上市､水沢市､一関

市 といった各ブ ロ ックの中核都市 も､減少比率 はブ ロ ック内で最 も小 さい値 となっ

ている (第 1表 )｡

本稿 では､以後 ､ この盛岡､花巻 ､北上 ､水沢､一関の 5ブ ロ ックを一括 して ｢

東北線沿線地域｣とす る｡ この東北線沿線地域 は､ JR東北本線 をは じめ､東北新

幹線 ､東北 自動車道 といった首都圏に直結 す る交通手段 の利便性 を活用 しやすい環

境 にあ り､そ うした環境 が商工業 の発達 を うなが し､住民 に対 して第二次 ･第三次

産業への就労 の場 を提供 して きた｡ また､北上川流域の米作 に基盤 を置 く県内では

最 も豊 かな農業地帯 で もあ り､ こうした地域 的特徴が この地域 の人 口再生産世代層

の流 出に一定の歯止 めをかけ､同時 に､一旦流 出 した人 々の Uター ンを比較的容易
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なもの として きたC こうした背景 があるために､県内の他地域 に比べると､東北線

沿線地域 の児童 数減少 には若干 のブ レー キがかか って いる もの と考 え られ る｡ た

だ､ この地域 で も少子化傾向は避 け られず､そのために､盛 岡市 とそのベ ッ ドタウ

ンの ような一部 の例外 を除 き､結果 的に緩 やかなが らも児童数 が減少 しているので

ある｡

なお､東北線沿線地域 において も､花巻 ブ ロックの大迫町お よび北上ブ ロックの

揚 田町 と沢内村 では､ 1995年 の児童数 が 1965年 の39%以下 に落 ち込 むような激 しい

児童数の減少 が見 られ る｡ これ は､ この 3地 区がいずれ も奥羽山脈 ない しは北上山

地 に位置 し､東北線沿繰地域 内 とはいえ､実質的には沿岸 ･県北地域 8)と同様 に経

済基盤の脆弱 な地 区であ り､沿岸 ･県北地域並 みに人 口再生産世代層の流出が大 き

く､さらに少子化 の影響 も加わ っていることによるもの と考 え られ る｡

さて､児童数が減少 して学校 の小規模化 が進 むに ともない､教育行政当局 は､適

正 な学校規模 4)の維持 と学校存続 に要 す る諸経費の節減 を目的 に､学校 同士の統合

や場合 によっては廃校 とい う手段 をもって学校数 の調整 を図ろ うとする｡本節 の冒

頭 に も記 した よ うに､岩手 県 で も､児童 数 が 1965年 の 179,635人 か ら1995年 には

100,828人 に減少 したの に ともない､学校数 6)も 745校 か ら 497校 に減少 している

(第 1表 )が､児童数 の減少 と同様 に､ こうした学校数の減少 にも地域的な差異 が

存在 す る｡

第 3図に､地 区別の 1965年 か ら1995年 にかけての学校数 の変化 を示 した｡ これに

よる と､ 1965年 と1995年 の学校数 を比較 した際 ､増減比率 が 100%以上 となる地 区

が 8地 区存在 す る｡児童数 で は､ この カテ ゴ リー に 3地 区 しかなか った｡ちなみ

に､児童数 において増減比率 100%以上 のカテゴ リーに属 した 3地区の内訳 は､盛

岡市 とそのベ ッ ドタウンの滝沢村 と矢 巾町だけであったが､学校数では､このカテ

ゴ リーに､盛岡市 と滝沢村 の他 に､衣川村 ､室根村､大船渡市 ､普代村､山形村 ､

大野村の 6地 区が加わ っている｡ この新 たに加わ った 6地 区は､東北繰沿線地域内

にあ って も沿岸 ･県北地域 に類似 した地域 的特徴 を有 する地 区 (衣川村) と北上 山

地地域や沿岸地域 か ら県北地域 にかけての地 区 (室根村 ､大船渡市 ､普代村､山形

村 ､大野村 ) とい う2つ の類型 に分 ける ことがで きる｡いずれ､児童数では東北線

沿線地域 に しか増減比率 100%以上 のカテ ゴ リー に属 する地 区が出現 しなかったの

に対 し､学校数 では北上 山地地域や沿岸 ･県北地域 に もこのカテゴ リーに属する地
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区が出現 し､好対照 となっている｡

また､以上 8地 区以外 の 51地 区で は学 校数 が減少 してい るが､第 1表 お よび第

3図 に示 された減少比率 を見 る と同- ブ ロ ック内で も減少比率 にば らつ きがあ り､

前述 の児童数の増減比率 (第 2図)において東北線沿線地域 と沿岸 ･県北地域 を対

比 で きた よ うな顕著 な地域 的特徴 は見 て とれ ない｡ ただ､盛 岡､花巻 ､北上 ､水

沢 ､一 関 といった東北線 沿線地域 の 5ブ ロ ックに遠野 ブ ロ ックを加 えた合計 6ブ

ロ ックにつ いては､児童数 の減少比率 と学校数 の減少比率 が比較的近 い値 となって

いる地 区が多い｡従 って､ これ らの地 区につ いては､ある程度児童数の減少 に対応

した学校 の統廃合 がノ実施 され た と見 る こ とがで きる｡ これ に対 して､岩手 ブ ロ ッ

ク､平舘 ブロ ック､気仙 ブ ロ ック､釜石 ブ ロ ック､岩泉 ブ ロ ック､久慈ブロック､

二戸 ブ ロ ック といった沿岸 ･県北地域 では､児童数の減少比率 が学校数の減少比率

を大 きく上 回る地 区が多 くなっている｡ま って､ これ らの地域 については､学校の

統廃合が児童数 の減少 に追 いっ けないでいる様子 が伺われ る｡前述の､学校数の増

減比率 100%以上 のカテ ゴ リー に属す る 8地 区につ いて も､盛 岡市 と滝沢村 は児童

数 の増加 によって必然 的にそ うなった ものであるが､残 りの 6地区については､児

童数が減少 しているに も関わ らず､学校 の統廃合 が進 んでいない地区の代表例 と解

釈で きる｡

では､なぜ統廃合の進み方 にこの よ うな違 いが生 ず るのであろうか｡ この ことに

開通 して､石郷岡 (1991)は､岩手県 を対象地域 として1955年 か ら1990年 までの公

立小学校 の統廃合の推移 につ いて報告 し､その中で､本稿 の花巻､北上､水沢､一
iZ?

関､宮古 ､遠野 の各 ブ ロ ックに相 当す る地域 を ｢統廃合先進地型 ｣､東磐井 ､釜

石 ､岩泉 ､二戸 の各 ブ ロ ックに相 当す る地域 を ｢統廃合遅延型 ｣､さ らに気仙 ブ

ロ ック と久慈ブ ロ ックに相 当する地域 を両者の中間型 としてお り､本稿 とほぼ同様

の結果 を得 ている｡そ して､統廃合 の進捗状況 に こうした地域的な差が生ず る理 由

として､①都市部 と郡部 では住民 の教育 に対する意識 に違 いがあ り､特 に都市部の

住民 につ いては､地域社会統合 の核や シンボル的存在 として地元校 を存続 させ るこ

とよ りも､統廃合の推進 によって子弟の教育環境 を充実 させ ることを優先する傾向

にあること､②人 口密集地 と人 口希薄地 では もともと学校 の立地密度が異 な り､学

校密度が低 く､隣接 す る学校間の距離が長 くなる傾 向にある山間部では､統廃合後

の通学手段 の確保 が 困難 なため に統廃 合 が進 め に くか った こと､な どをあげて い

る｡
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従 って､本稿 で取 り上 げた事例 につ いて も､東北線沿線地域 は都市化 され た地域

を多 く含み､学校 の立地密度 も比較的高 くなっていることか ら､統廃合の実施 に至

るまでの障害 が比較 的少 なか った もの と考 え られ る｡一方 ､沿岸 ･県北地域では逆
､｣

の条件が支配的であ ったため､児童数 が減少 して も実際に統廃合 に踏み切 るまでの

間に多 くの障害 が生 じやす く､統廃合 の構想 が持 ち上 がって も､結局実施 を断念せ

ざるをえなか った事例 も相 当数存在 す るもの と思われ る｡

10



2.学校規模の変化

前節 にも記 した とお り､統廃合の 目的 は 1つの学校の児童数 ない しは学級数 (学

校規模 )を適正 な水準 に維持 することにある｡そ して､ この学校規模 は､教育環境

の重要 な構成要素 の一つ となるものであ り､適性 な学校規模 が保 たれることは､良

好 な教育環境 の維持 に もつ なが る｡で は､ 1965年 か ら1995年 に至 る学校数 の調整

は､学校規 模 を どの よ うに変化 させ たの だ ろ うか｡第 1表 と第 2表 ､さ らに第 4

図､第 5図､そ して第 6図に各地 区の 1校 あた り平均児童数 に関連するデー タを示

した｡ ｢

まず､第 1表 に よる と､岩手県全体 の 1校 あた り平均児童数 は1965年 に 241人で

あったものが､ 1995年 には 203人 に減少 している｡地 区別 に見 て も､平均児童数が

増加 したのは児童数それ 自体が増加 した盛 岡市 ､滝沢村 ､矢 巾町､それに児童数 は

減少 したもののそれ以上 のペースで統廃合 を進めて学校数 を減 らした花巻市 ､石鳥

谷町､水沢市､金ヶ崎町､胆沢町､平泉町､久慈市､野 田村 ､二戸市の合計 12地 区

に とどまってお り､残 る47地 区ではすべて平均児童数 が減少 している｡統廃合の推

進 に も関わ らず､児童数減少のペースが早 いため､県全体 で学校の小規模化が進 ん

でいるのである｡第 2表 で も､ 1校 あた り平均児童数 400人以上の地区が 3地区か

ら 5地区へ とわずか に増加･している一方 で､平均児童数 199人以下の地 区が大幅 に

増加 し､中で も平均児童数99人以下 の地 区は1965年 の 1地 区が1995年 には全地 区の

4分 の 1を超 える16地 区にまで増加 している｡

ちなみに､学校 の小規模化 の進 みガ に も地域差 がみ られ る｡第 4図 と第 5図を比

較 す ると､平均児童数 99人以下の地 区は､ 1965年 には宮古 ブ ロ ックの川井村 だけで

あった ものが､ 1995年 には特 に沿岸 ･県北地域 に広 く分布 す るようになっている｡

さ らに､東北線沿線地域 にあって も実質 的に沿岸 ･県北地域 に類似 した特徴 を有す

る湯 田町､沢内村 ､衣川村 といった地 区で､ 1995年 には平均児童数が99人以下 にな

っている｡

また､第 6図は､1965年 か ら1995年 にかけての 1校 あた り平均児童数の増減 を示

した ものであるが､ ここでは岩手 ､平舘 ､久慈 ､二戸の 4ブ ロ ックにおいて学校の

小規模化の進行 が最 も激 しく､気仙 ブ ロ ックや岩泉ブ ロ ックが これ らに次いでいる

ことを示 している｡反対 に､若干 の例外 を含 む ものの､盛 岡､花巻､北上､水沢､

一 関 といった東北線沿線地域の各ブ ロ ックや北上 山地地域 の遠野ブ ロックでは､学
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校の小規模化 は比較 的緩やかな ものに とどまっている｡

以上の ことか ら､全県的な児童数減少傾 向の中､統廃合 の推進 によって学校規模

の維持 に一定の成果 をあげている東北線沿線地域 と遠野ブ ロ ック､それに対 して､

児童数 の減少 に見合 うだけの統廃合が進 まず､児童数の減少 がその まま学校の小規

模化 となってあ らわれている沿岸 ･県北地域 とい う地域 間の対照的な様相が明 らか

になった｡

ところで､学校 において児童 ･生徒 に与 え られ る教育サー ビスの質的側面 を諭ず

る際 ､学校の小規模化 は､必ず しもサー ビス水準の低下 に直結 するもの とはいえな

い｡大規模校での教育 にメ リッ トとデメ リッ トがあるように､小規模校 には小規模

校 な りのデメ リッ トがあ る し､ もちろんメ リッ トも存在 す る｡ よって､児童 ･生徒

数の少 ない小規模校 すべてを教育環境 が劣悪 でサー ビスの質 の低 い学校 と見 なすの

は誤 りである｡例 えば､小規模校では 1学級 あた りの児童 ･生徒数が少 な く､それ

によって担任教師の負担 も軽減 され､その分個 々の児童 ･生徒 の特性 に応 じたきめ

細かな指導が可能 になること､ また､少人数 であるが故 に教師 と児童 ･生徒 との人

間的なふれあいの機会 が増 えるな どといった ことは､小規模校 な らではのメ リッ ト

として常 々指摘 されて きた ところである｡ また､統廃合後 の遠距離通学で子 どもた

ちの負担が増加す る ことを統廃合反対 の論拠 とした り､た とえ規模 は小 さ くとも地

域社会の核 として学校 を存続 させ ることのメ リッ トを強調 す る意見 も存在する｡筆

者 として も､ こうした一連 の主張 に一定 の理解 を示 す ものである｡ しか しなが ら､

小規模校 の中で も複数 の学年 を 1つJの クラスに編成 して指導 する複式学級 8)を有す

る場合 ､指導 にあたる教 師の負担 は大 き く､そればか りか児童 ･生徒の学力向上や

社会性の育成 な どといった観点 か らは多 くの問題 がある とされている｡実際､いず

れの 自治体 にあって も､教育行政 当局 は複式学級 の解消 を施策 の大 きな目標 として

きている 7㌦ 従 って､本稿で は複式学級 を有 する学校 (以後 ､ ｢複式校｣ とする)

の多寡 が､各地 区の教育環境の良否 を測 る指標の一つ とな りうると考 え､複式校 の

減少 を地域の教育環境 の改善 とみなす ものである｡

以上 の論点 を踏 まえ､第 3表 に､1965年 と1995年の各地 区の学級数別学校数 を示

した 8㌦ 各年次 とも､学級数 は ｢19学級以上 ｣､ ｢18学級～ 12学級 ｣､ ｢11学級か

ら 6学級｣､ ｢5学級以下 ｣とい う4つのカテゴ リー に分類 してある｡ この うち､

｢18学級～12学級｣が注4)に述べた学校教育法施行規則 に規定 された適正規模校 で
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あ り､単純計算 す る と各学年が 2- 3学級 で編成 される学校 である｡さらに､ ｢19

学級以上 ｣が 4学 級 以上 の学年 が存在 す る大規模校 ､そ して､ ｢11学級 か ら 6学

級｣と ｢5学級以下｣ を小規模校 とみ なす ことがで きる｡ この小規模校の中で も､

｢5学級以下 ｣のカテ ゴ リーが､複式学級 を抱 える複式校 を示 している｡

この第 3表 による と､岩手県全体の複式校の実数 は､ 1965年 が 247校 ､ 1995年が

148校 とな り､県全体 での複式校比率 も33% か ら30% に減少 している｡ また､第

4表 によると､ 1965年 には複式校比率 20- 39%の地区が28地 区で最 も多かったのに

対 し､ 1995年 には複式校比率 0- 19% の地 区が29地 区で最 も多 くなっている｡以上

の ことか ら､全体 的 に複式校が減少 し､ こうした点 か らは教育環境の改善が進んで

いる といえる｡ しか し､一方では複式校比率 60%以上の地 区が1965年の 3地区か ら

1995年 には10地 区に増加 し､さらに､ 1965年 には皆無 であった複式校比率80%以上

のカテゴ リーに1995年 には 3地 区が該 当するな ど､教育環境 が悪 い方向に変化 した

地区 も存在する｡

第 7図 と第 8図は､ 1965年 と1995年 の複式校比率の分布 を示 したものである｡ こ

れによる と､ 1965年 の段階では久慈ブ ロ ックに複式校比率の低 い地区､宮古 ブロ ッ

ク と岩泉 ブ ロ ックに複 式校比率 のやや高 い地 区が集 中す るものの､ これ以外 のブ

ロ ックにつ いては顕著 な差 が見 られ ない｡ これが1995年 になる と､主に東北線沿線

地域 と北上 山地 地域 に複 式校比率 の低 い地 区が集 中 し､反対 に､岩手 ､宮古 ､岩

泉､久慈 ､二戸 といった県北 ･沿岸地域 の各 ブロ ックでは複式校比率が高 くなって

いる｡なお､第 3表 において､ ｢㊥ 丁㊥｣ とした欄 は1965年 か ら1995年 に至 るまで

の複式校数の増減 ､ ｢④ -⑳｣ とした欄 は同 じ期 間の複式校比率の増減 を示 したも

のである｡ ここでは､双方の欄 とも､複式校 の存在 とい う観点 か らはマイナス符号

が教育環境の改善 ､プ ラス符号 が教育環境 の悪化 と解釈で きるが､おおむね東北線

沿線地域 にマイナス符号 ､沿岸 ･県北地域 にプ ラス符号が多 くあ らわれてお り､ こ

うした点か らも教育環境 の地域差 の拡大 を裏づ けている｡
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3.各地 区の学校規模 による地域 区分

第 5表 は､研究対象地域 内の59地 区につ いて､ 1校 あた り平均児童数の1965年か

ら1995年 に至 る まで の増減比率 と同期 間の複 式校比率 の増減 を まとめた ものであ

る｡両者の関係か ら､ 59地 区をA型～C型 の 3類型 に分類 した｡ また､各類型の分

布 を示 したのが第 9図である｡ これ らか ら､各類型の特徴 は以下の とお りにまとめ

られ る｡

A型 (22地 区) :1校 あた り平均児童数 が増加 ない しは漸減 で とどまっている状

態 にあ り､学校規模の維持 にある程度成功 している｡ また､複式校比率 も減少 して

お り､ この面での教育環境 の改善 も進 んでいィるO 3類型の中では､最 も好 ま しい教

育環境 にあるグループ といえる｡なお､学校規模 が維持 されていることにつ いて､

盛岡市 ､滝沢村 ､矢 巾町の場合 は人 口流入 に連動 した児童数 その ものの増加 による

ものであるが､その他 の地区につ いては､児童数の減少 に も関わ らず統廃合が積極

的に推進 され た ことが主 な要 因 となっている｡分布 を見 る と､東北線沿線地域 と遠

野ブ ロ ックに集 中 しているほか､沿岸 ･県北地域 において も宮古市 ､久慈市､二戸

市 といった各 ブ ロ ックの中核都市が こ功 カテゴ リーに属 していることが特徴 となっ

ている｡

B型 (13地 区) :複式校比率 につ いては減少 してお り､そ うい う点ではA型 と同

じである｡ しか し､ 1校 あた り平均児童数 も減少 してお り､学校の小規模化が進行

した とい う点で C型 と同 じ特徴 も持 っている｡ この ことか ら､ A型 とC型の中間型

とい う位置づ けがで きる｡地域的には､東磐井 ブ ロ ックと釜石 ブロック､それ に平

舘ブ ロ ックの南部 が中心的な分布地域 となっている｡

C型 (24地 区) :統廃合 の実施が児童数 の減少 に追 いつかないことか ら､学校規

模の維持 に困難 をきた してお り､それ と歩調 を合わせ るように して複式校の比率 も

上昇 している｡ A型 とは正反対の特徴 を有 するグループであ り､複式校比率 とい う

面 で は教育環境 の悪化 が進 んで い る｡岩手 ブ ロ ック､気仙 ブ ロ ック､宮古 ブ ロ ッ

ク､岩泉ブ ロック､久慈 ブ ロ ック､二戸 ブ ロ ック といった沿岸 ･県北地域が分布の

中心 であ り､ また､東北線沿線地域 内で も玉山村 ､湯 田町､衣川村 などの ような､

実質的に沿岸 ･県北地域 に近 い性格 を有 する地 区 もこのグループに入 っている｡
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Ⅲ 高等学校教育 の地域格差

1.学校数 と生徒数 の変化

第二次世界大戦後 の経済発展 ､中で も高度経済成長期 を通 じてわが国の一般家庭

の所得水準 は向上 し､それ とともに､子弟 に対 して高等学校以上の教育 を受 けさせ

る経済的なゆ と りを持つ世帯 が増加 していった｡ また､各種社会 システムの高度化

･複雑化 とともに､高校以上の学卒者 に対 す る社会的な需要 も増大 した｡ こうした

事情 を背景 に､戦後 ､わが国の高校教育 はほぼ一貫 して拡大傾 向をたど り､現在 に

至 っている｡

ところで､今 日で こそ定時制高校 に通学 する生徒 は珍 しい存在 となっているが､

高度経済成長期 の初期 にあっては､高校への進学 に際 して経済的事情等で就職進学

の形 を選択せ ざるをえない生徒が相 当数存在 し､定時制高校 が高等学校教育 のかな

りの部分 を担 っていた ことは想像 に難 くない｡そ こで､ まず､全 日制高校 と定時制

高校 に分 けて､学校数 お よび生徒数の変化 を検証 する｡

第 6表 は全 日制高校 ､第 7表 は定時制高校 ､そ して第 8表 は全 日制 と定時制 を合

わせ た生徒数 お よび学校数 9)を示 した もlq)である｡ この うち､第 6表 と第 7表の比

較か ら､ 1965年 か ら1995年 までの間に定時制高校 が地域 を問わず大幅に減少 し､そ

れに代わ って全 日制高校 が増加 したことがわかる｡岩手県 にお いて も､ 1965年 当時

にあ って は就職進学 を選択 する生徒が相 当数存在 していた ものが､30年の歳 月を経

る中で､県内の高校教育 はほぼ完全 に全 日制課程 に収赦 されていったのである｡第

9表 に全高校生 に占め る定時制高校在籍者の割合 を示 したが､ ここか らも､高校教

育 に占める定時制高校 の役割が､ 1965年 か ら1995年 までの間 に大 きく低下 したこと

を読み取 ることがで きる｡

なお､ 1965年 当時､定時制高校の在籍生徒数が岩手県内全高校生の12%に過 ぎな

い状態 であった (第 9表 )に も関わ らず､定 時制高校 の学校数 は70校 を数 え､76校

であヶた 当時の全 日制高校 とほぼ同 じ学校数 となっている (第 6表 ,第 7表)｡仕

事 と学 業 の両立 を迫 られ る勤労学生 に とって､遠距離 の通学 は困難 である ことか

ら､ この当時､定時制高校 において も全 日制高校 に匹敵 する立地密度が確保 されて
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いた もの と考 え られ る｡多数 の小規模校 を運営す るのに要 す るコス トは､教育財政

にとって大 きな負担 であった と思われ る｡ しか し､そ うした問題の解決 よ りも､勤

労学生 に提供 す る教育 サー ビスの水準 の維持 を優先 した ところに､すでに少数派 に

なっていたに も関わ らず､定時制教育への需要が高度経済成長期の初期においてい

かに根強 いものであ ったかが伺われる｡

さて､定時制高校 の減少 に代 わ って増加 したのが全 日制高校 であるが､全 日制高

校の設立 に地域的 な特徴 はなかったのであろ うか｡そ こで､ 1965年 か ら1995年 まで

の各 ブ ロ ックの全 日制高校学校数の増加比率 を第 10図に示 した｡それによると､岩

泉ブ ロ ックと久慈 ブ ロ ックを筆頭 に､主 として沿岸 ･県北地域 において学校数の増

加比率 が高 くなって いる｡ また､北上 山地地域 の遠野ブ ロ ックも比較的高 い値 を示

している｡ これ対 して､東北線沿線地域 では水沢 ブ ロ ックの増加がやや 目立つ程度

で､盛岡ブ ロ ック､花巻ブ ロ ック､北上 ブ ロ ック√一 関ブ ロ ックでは､変化 な しか

微増 に とどまっている｡

一方 ､全 日制 高校 に在籍 す る生徒数 で あ るが ､ 1965年 が ち ょうど第一次ベ ビー

ブー ム世代が高校 に在籍 していた時期 に相 当することか ら､高校進学率の水準が今

日よ り低かった割 に生徒数が多 く､岩手県全体 で 1965年 と1995年の生徒数 はほぼ同

数 となっている (第 6表 )｡ ただ､第 11図で全 日制高校生徒数 のブ ロックごとの増

減 を見 ると､学校数 の増加比率 の高か った沿岸 ･県北地域 では生徒数 もプラスにな
ノ/

る傾 向にあ り､一方 ､東北線沿線地域 では､盛 岡ブ ロ ックのみプラスで､残 りの花

巻 ､北上 ､水沢､一関の各ブ ロ ックでは生徒数 はむ しろマイナス となっている｡

なお､生徒数 の減少 したブ ロ ックの中で､最大の減少率 となっているのが釜石ブ

ロ ックで､ 1995年 の生徒数 は1965年 当時の62% となっている (第 6表)｡ これは､

1965年 当時､釜石市 を中心 に富士製鉄 (硯新 日本製鉄 )の企業城下町 として活況 を

呈 していた地域経済が､オイル ･シ ョック後 ､産業構造の転換 に ともな う釜石製鉄

所 お よびその関連施設の整理 ･縮小 とともに衰退 に向かい､人 口が大幅に減少 した

ことによるものである｡

ところで､前述の沿岸 ･県北地域 での学校数 ･生徒数の増加 と東北線沿線地域 で

の学校数 ･生徒数 の停滞の背景 は､以下 の ように説明で きる｡すなわち､一般 に､

岩手県内において､東北線沿線地域 は住民 の所得水準が比較 的高 く､子弟の教育 に

かける熱意 も高 い とされ る一方 ､沿岸 ･県北地域 では所得水準お よび教育への意識

のいずれ も比較 的低調 とされている 10) ｡実際 に､ 1965年の時点において､東北線
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沿線地域 の各ブ ロ ックの高校進学率 は県内では最 も高 い水準 にあ り (第10表 )､ こ

の地域の進学熱が昔 か ら高 い ものであった ことを示 している｡そ して､ こうした状

況が高校設置 に向けての住民 か らの要望の強弱 に も反映 され､早 くか ら全 日制高校

への需要 が大 きか った東北線沿線地域 で は､すでに1965年 の段階において全 日制高

校の立地パ ター ンが 1995年 に近 い もの となっていた｡ このために､東北線沿線地域

における学校数の 1965年以後の伸 びは小 さ く､生徒数 に至 っては､少子化な どによ

る減少 が1965年以降の進学率 の伸 びを して も補 いきれ ない状況 にな り､結果的に花

巻ブ ロ ック､北上 ブ ロ ック､水沢ブ ロ ック､一 関ブ ロ ック等 の生徒数減少 につ なが

った もの と考 え られ る｡一方 ､沿岸 ･県北地域 では､ 1965年時点での全 日制高校 の

立地パ ター ンはいわば過渡的な ものに過 ぎず､それ以降の新設高校の開校が加わ る

ことで徐 々に1995年 の立地パ ター ンが形成 されていった｡そ して､ この地域 では少

子化 の影響 よ りも､高校の新設や募集定員 の増加 と連動 した進学率上昇 による生徒

数増加の方 に勢 いがあ り､結果 として学校数 も生徒数 もプ ラスになったもの と考 え

られ る｡

ちなみに､先 に も触れ た釜石ブ ロ ックであるが､沿岸地域 の一画 を占めてはいる

ものの､有力企業 が立地 していたことか ら所得水準 お よび住民意識等の点 において

はむ しろ東北線沿線地域 に類似 した面 もあ り､ このブ ロ ックの地域的特徴の理解 に

あたっては､他 の沿岸地域 の各ブ ロ ック とは一線 を画 して考 える必要がある｡従 っ

て､釜石ブ ロ ックにおいて1965年 と1995年 の一学校数 に変化がない (第 6表 ) ことな

どは､東北線沿線地域 と同様 に進学熱 が高か ったことか ら1965年段階においてすで

に今 日の高校の立地 パ ター ンが完成 していた ことによるものである｡
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2.学校規模 の変化

前節 において述べ た とお り､岩手県 内の全 日制高校では､ 1965年か ら1995年 の間

に学校数 が増 加 す る一方 で ､同 じ期 間の生徒数 はほぼ同数 となっている｡その た

め､岩手県全体 の 1校 あた り平均生徒数 は1965年の 761人か ら1995年の 583人へ と

減少 した (第 6表 )｡ また､ブ ロ ック ご との 1校 あた り平均生徒数 も､ 1965年 に

あっては 600人～ 799人が 6ブ ロ ックあって最高 であった ものが､1995年 には 400

- 599人の 7ブ ロ ックに主体が移 る (第 11表 )な ど､小学校 と同様 に高校 において

も全体的に学校 の小規模化が進みつつ ある｡

地域別 に見 る と､ 1965年 と1995年 のいずれの年次 において も､東北線沿線地域 よ

りも沿岸 ･県北地域や北上 山地地域 で 1校 あた り平均生徒数 が少 な く､ こうした地

域 で小規模校が多 くなっている (第 12図,第 13図)｡中で も､ 1995年 には､岩泉 ブ

ロックの 1校平均 181人 を筆頭 に､岩手 ブ ロ ック､東磐井 ブロ ック､久慈ブロ ック

がいずれ も 1校平均 300人台 となっている (第 6表 )｡

小規模校 イ コール教育環境の劣悪 な学校 と決めつけるのが誤 りだ ということは､

前章 において も記 した ところであ り､ この ことは高校の場合 にもあてはまる｡ しか

し､高校生の発達段階や高校教育の意義 ･目的を考 える時､小規模校 に入学 したこ

とか ら生徒 が被 る不利益の程度 は､小学校 よ りも高校教育 の現場 においてよ り大 き

い と考 え るのが妥 当で あ ろ う｡例 えば ､高校 で は各教科 ･科 目の内容 が高度 にな

り､ また､教科 によっては特定科 目を選択 して履修 することを原則 としているにも

関わ らず､小規模校 の場合 には教職員の定数が少 ないことか ら､教師が 自分の専門

外の教科 ･科 目を担 当せざるをえな くなるよ うな事例 が多 くなる し､開講可能 な科

目の種類 も限 られて くる｡さ らに､高校時代 は多 くの人 々の生 き方 に接 しなが ら一

個人 としての人格や個性 を完成 してゆ く時期 であるに も関わ らず､小規模校 に入学

したが故 に､高校生活 を通 じて交流 を もち うる教師や先輩 ､後輩､同級生の絶対数

が少 な くなる｡加 えて､ クラブ活動 の編成や各種 の校 内行事 の運営 にも支障をきた

す可能性 も大 きくなる｡ こうした ことを考 えると､同 じ高校生 であ りなが ら､特 に

県立高校生 の場合 には同額 の授業料 を負担 しているにも関わ らず､大規模校 と小規

模校 で､享受 しうる教 育 サー ビスの内容 や質 に不公平 が生 じているのが現実 であ

る｡

なお､第 6表 お よび第 14図に1965年 か ら1995年 までの 1校 あ た り平均生徒数 の増
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滅比率 を示 したが､盛 岡ブロ ックと岩手 ブ ロ ックで増加 した以外､他の全ブ ロック

で減少 してお り､ こうした資料か らも高校 の小規模化 が各ブ ロ ックにほぼ共通 した

現象であることが裏づ け られ る｡
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3.高校収容力 と高校進学率 の変化

義務教育機関である小学校お よび中学校 の場合 ､個 々の国民 には学齢期 に適 した

子弟 を これ らの学校 に就学 させ る義務 が課 され る｡一方 ､教育行政当局 は､すべて

の学齢期の子 どもが いずれかの小学校や中学校 に通学 で きるように配置を考 えなが

ら公立の学校 を設立 し1日 ､全国民 に対 して義務教育学校への就学 を保障 しなけれ

ばな らない｡ある地域 の児童 ･生徒 の数 がた とえ どんなに少 な くて も､また､その

児童 ･生徒が どんな僻地 に住 んでいた として もである｡ この ことか ら､義務教育学

校 は､規模の大小 はあれ､ 日本全国の児童 ･生徒の分布 に対応 する形で立地する｡

これに対 して､高等学校の場合 ､高校入学年齢 に達 した人 間の分布 よ りも､高校

への入学希望者の数 ､すなわ ち高校教育 への需要 の多寡 に学校の立地や募集定員が

左右 され る傾向にあ る｡ また､公立 の小学校 ･中学校 では居住地 によって通学すべ

き学校 が 自動的 に決定づ け られ るのに対 し､高校 の場合 ､ まず学 区の範囲その もの

が小学校 ･中学校 のそれ よ りもはるかに広 く､さ らに学 区内の複数の学校か ら自分

の通学校 を選択 で きる｡また､学科 によっては学 区の規定 自体 が存在 しない 12) ｡

従 って､地域 によっては自地域 内の進学希望者 だけでな く､他地域か らの進学希望

者 を収容 することまで想定 して学校 を立地 させ る必要が生ず る｡ また､反対 に､ よ

その地域への流 出が多 いために､ 自地域 内の高校 の収容人員 は少 な くてすむ地域 も

存在 する｡ ノ

例 えば､1965年の盛 岡ブ ロ ックの場合 ､ この年 の 3月にブ ロ ック内の中学校 を卒

業 した生徒の うち､全 日制 ･定時制 を問わず高校 に進学 した者 は 4,804名である｡

そ して､同年 4月､盛 岡ブロ ックの高校 に入学 した生徒 は全 日制 と定時制 を合わせ

て 5,838名であった｡盛 岡ブ ロックの中学校 を卒_業 して高校 に進学 した 4,804名の

中には､盛岡ブ ロ ック以外 の高校 に進学 した者 も何人 かは存在するはずである｡ し

か し､以上の数字 か ら､盛 岡ブロ ックの高校 は､ 自ブ ロ ック内か らの進学者 を収容

した と同時 に､他 ブ ロ ックか らの進学 者 も収容 した と解釈 で きる｡ また､ 同 じく

1965年 の岩手 ブ ロ ックの場合 ､同ブ ロ ック内の中学校 を卒業 して高校 に進学 したの

が 378名､同ブ ロ ック内の高校への入学者 は 244名である｡ よって､岩手ブロ ック

につ いては､ 自ブ ロ ック内の高校 だけでは進学希望者 を収容 で きず､他ブロックへ

の流 出が生 じている と解釈 で きる｡本稿 では､ こうした各ブ ロ ックの高校進学者数

と高校入学者数 の比 率 を高校収 容力 (以 下 ､ ｢収容力｣ とす る) と呼ぶ こととす
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る｡収容力の値 は､以下 の式 によって得 られ る｡

当該 ブ ロ ック 内 の高 校 へ の入 学 者 数
高校収容力 × 100

当該 ブ ロ ック内の中学 か らの高校進学者数

収容力 の値 が 100を上 回 るブ ロ ックは､中学校 か ら高校 へ の進学 に際 し､他 ブ

ロ ックへ の流 出 よ りも他 ブ ロ ックか らの流入 が超過 してい る とみ なす ことがで き

る｡反対 に､ 100を下 回れば､他 ブ ロ ックか らの流入 よ りも他 ブロックへの流出が

超過 するもの と解釈 で きる｡ちなみに､前述 の1965年 の盛岡ブ ロ ックは収容力 122

で流入超過 ､同年 の岩手 ブ ロ ックは収容力65で流 出超過 となる｡

第 10表 に､各ブ ロ ックの収容力 と高校進学率 (以下 ､ ｢進学率｣ とする)を示 し

た｡進学率 は､各 ブ ロ ックの中学卒業者Jに占め る全 日制高校 お よび定時制高校への

進学者の割合 である｡ また､第 10表 を もとに作成 した第 15図-第18図において､収

容力お よび進学率 の地域 的分布 を示 してある｡

まず､第10表 お よび第 15図による と､1965年 の時点 において収容力が 100以上 と

なるの は､東北線 沿線 地域 の 5ブ ロ ックに釜石 ブ ロ ックを加 えた 6ブ ロ ックで あ

る｡特 に､盛 岡ブ ロ ックの 122､北上 ブ ロ ックの 131､一 関ブ ロ ックの 152が､数

値的に最 も高 いグループを形成 している｡ この 3ブ ロ ックは､30年後の1995年 にお

いて も､や は り15ブ ロ ック中で最 も高 い値 を示 している (第 16図)｡ これ ら 3ブ

ロ ックの うち､盛 岡ブ ロ ックにつ いては､収容力の低 い沿岸 ･県北地域 を中心 に県

内全域 か ら生徒の流入がある｡ また､北上 ブ ロ ックには隣接 す る花巻ブロックと水

沢ブ ロ ックか ら､そ して一 関ブ ロ ックには東磐井 ブ ロ ック と気仙ブ ロック､それ に

宮城県北地域か らの流入 があ り､それが この ような収容力の値 となってあ らわれて

いる｡ また､1965年 当時の釜石 ブ ロ ックは､本章第 ユ節 にお いて述べたように､当

時の富士製鉄の好調 な業績 に支 え られて地域経済 も隆盛期 にあ り､地域住民の教育

に対 する意識 も高 く､高校 の立地 も比較 的早 く進んだ こともあって､収容力､進学

率 とも沿岸地域の中では抜 きんでた存在 となっていた (第 15図,第 17図)｡

いずれ､各 ブロ ック とも､収容力が 100を超 える とい うことは､そのブロック内

の中高生 と保護者 に とっては､他 ブ ロ ックの高校へ通学 す るために要 する時間的な

損失 が発生 した り､割高 な交通費や下宿費用 な どといった形 で経済的負担が増大す

るような事態が例外 的な ものであることを意味 し､生徒 と保護者の双方 に とって好

ましい教育環境 を備 え た地域 とい うこ とが で きよ う｡そ して､ この よ うな地域 に
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あっては､収容力の低 い地域 に比べ る と､中学生 とその保護者 は比較的容易 に高校

進学 を中学卒業後の進路 として選択で きるはずである｡実際 ､ 1965年の収容力 と進

学率の関係 を示 した第 19図 による と､両者 は正 の相関を示 してお り18) ､1965年 の

時点 においては収容力が進学率の高低 を規定 する重要 な要因の一つ となっている こ

とを示唆 している｡

1995年 になると､収容力 100以上のブ ロ ックお よび79以下 のブロックが減少 し､

反対 に収容力80- 99のブ ロ ックが15ブ ロ ック中の 8ブロ ックを占めるようになる と

い う形 で ､ 1965年 に比 べ て収 容 力 の ブ ロ ック間較差 は縮 小 す る (第 12表 ,第 16

図)｡ これ は､かつて収容力の低 か った沿岸 ･県北地域 を中心 とするブロックに高

校 が新設 され た り募 集定員 が増 えた りした こ とか らこうした地域 の収容力 が上昇

し､それに ともない､東北線沿線地域-な どのそれ まで収容力の高かったブ ロックの

値が低下 したためである｡一方 ､進学率 につ いては､ブ ロ ック間の較差がほぼ完全

に消滅 す る (第 18図 )｡収容力 と進学率 の関係 を第 20図 に示 したが､両者 の間 に

1965年 当時の ような相関は見 られな くなる 14) ｡ この よ うになった背景 としては､

交通機関の整備 によって収容力の低 いブ ロ ックで も隣接 したブ ロックに通学可能 と

なっていること､所得水準の向上 に よ り交通費や下宿費用の負担 に耐 えるだけの経

済力 を もつ世帯 が増加 した こと､さ らには各種奨学制度 の普及 ､そ して､人 々の意

識の点 において も多少 の困難があって も高校 レベルの教育 は受 けるのが当然 と考 え

るように変化 したことな どがあるもの と思われ る｡
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4.職業学科 の設置状況

前節 まで､ブ ロ ックご との生徒数 ･学校数や収容力 ･進学率等の指標 を用いて教

育環境 の地域差 につ いて論 じて きた｡ ところで､高校 の場合 ､普通科 とは別に職業

学科が設 け られている｡実際 は普通科への進学希望が多 く､職業学科 を積極的に志

望 しよ うとす る生徒 は年 々減少 して い るのが現実 で はあるが､中学卒業時 にお い

て､ある程度明確 に 自身の将来 の職業 を思 い描 いている生徒 に とっては､職業学科

は有益 な選択肢 となるはずである｡そ して､高校 の選択 に際 し､各ブロック内に一

連の職業学科がすべて置 か･れていて､受験生 がブ ロ ック内の高校で 自分の希望す る

職業学科 を選択 で きるようになっているのが望 ましい状態 であ るし､教育環境 とし

て も優れている といえ よう｡ J

第 13表 に各ブ ロ ックにおける職業学科 の設置状況 を示 した｡ まず､1965年の時点

において､公立 ･私立 を問わず､ また独立校 であるな しに関わ らず､商業系､工業

系 ､農林水産 系 の学 科 がすべ てブ ロ ック内 にそ ろって いるの は､盛 岡､北上 ､一

関､気仙､二戸 の 5ブ ロ ックである｡ これが､ 1995年 になる と､先の 5ブ ロックに

花巻 ､水沢､宮古 ､久慈 ､の 4ブ ロ ックが加わ って合計 9ブ ロ ックにな り､東北線

沿線地域 はもとよ り､沿岸 ･県北地域 も含めて､全県的に職業学科の選択肢が広が

り､ こうした意味で は教育環境の整備 が進 んだ といえる｡なお､1995年の時点 でブ

ロ ック内に職業学科が一切設 け られていないのは､岩手 ､平舘 ､岩泉の 3ブ ロック

だけである｡ この うち､岩手ブ ロックと平舘ブ ロ ックは､盛 岡ブ ロ ックの隣接地 で

あ り､葛巻町 と安代 町以外 は完全 に盛 岡の通学 圏に含 まれてお り､ 自ブロック内に

職業学科が存在 しない ことの不利益 は実質 的にほ とん どない｡ これに比べ ると､岩

泉ブ ロ ックは､久慈 ブ ロ ックない しは宮古 ブ ロ ックに通学可能 な海岸部 を除 くと他

ブ ロ ックか らの隔絶性 が高 く､職業学科 を希望 しようとす る受験生 にとっては､不

利 な環境 にある｡
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Ⅳ ま とめ

本稿 で は､岩手 県 内の小 学校 と高校 を取 り上 げ､1965年 と1995年 のデー タを も と

に､ 両者 の教 育 環 境 の差 異 につ いて検 討 した｡ そ の結 果 ､以 下 の こ とが明 らか と

なった｡

① 小学校 の場 合 ､ 1965年 と1995年 を比較 す る と､大部 分 の地 区において児童数

の減少比率 が学校 数 の減 少比率′を上 回 ってお り､その ため に､全体 的に学校 の小規

模化 が進 んで い る (第 6図 )｡ しか し､児童数 が減少 して も､ それ に対応 した学校

の統廃合 に よって学 校 規模 を1965年 の水準 に近 い状態 で維持 して いる地 区 も存在 す

る｡す なわ ち､一 部 に例 外 を含 むが ､東 北線 沿線地域 に遠野 ブ ロ ックを加 えた地域

で は､児 童 数 の減 少 が あ って も統 廃 合 に よ って学 校規 模 を維 持 して い る地 区 が 多

い｡反対 に､沿岸 ･県北地域 は､そ もそ も児童数減少 のペ ー スが平均以上 であ る こ

とと､ もとも と人 口密 度 が低 い ことか ら学 校 の立 地密度 も低 い な どといった事情 も

あ って統 廃合 が進 め に くく､学校規模 の低下 に歯止 めがかか って いない｡ なお､ こ

う した東北線沿線地 域 と沿岸 ･県北地 域 の対比 は､小学校 にお け る複式校 の増減 に

もあ らわ れて い る (第 3表 )0

② 地 区 ご との小学 校 の学校規模 の変化 と複 式校比率 の増 減 を もとに､研究対象

地域 内の 59地 区 を 3つ の グルー プ に分 け た (第 5表 )｡ ここで は､児童数減少 傾 向

の中で学校規 模 の維 持 にあ る程度 成功 し､ さ らに複 式校 も解 消 しつつ ある とい う形

で教育環境 を改善 して きたグルー プ (A型 ) とそ の反対 の状 況 にあるグルー プ (C

型 ) に分 け られ た｡ そ して､傾 向的 には A型 に東北線 沿繰 地 域 の地 区､ C型 に沿岸

･県北地域 の地 区 が多 く (第 9図 )､ こ こで も東北線沿線地 域 と沿岸 ･県北地域 が

対照 的 な地域 と して あ らわれ て い る｡

③ 全 日制高 校 の場合 ､学校数 お よび生 徒数 とも沿岸 ･県北地域 で増加 ､東北線

沿線地域 で変 化 が ないか変化 が あ って も小 さな変化幅 とな って いる (第 10図 ,第 11

図 )｡ これ は､高校 の立 地 パ ター ンが ､ 1965年 の段 階 にお いてすで に1995年 に近 い

もの とな って いたか否 か に よる もの で ､ さ らにつ きつ め る と､東北線沿線地域 と沿

岸 ･県北地域 の所得 水準 や教育 へ の意 識 の差 が背景 にあ る｡ なお､ 1965年 と1995年

の学 校数 お よび生 徒数 を比較 した際 の顕 著 な差 と して ､定 時制 の役割 の大幅 な低下
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があげ られ る (第 6表 ,第 7表 )｡

④ 全 日制高校の学校規模 につ いては､ 1965年 と1995年 のいずれの年次 とも､東

北線沿線地域 に大規模校､沿岸 ･県北地域 に比較 的小規模 な学校 とい う傾向にある

(第 12図,第13図)｡ また､盛岡ブ ロ ックと岩手 ブ ロ ックを除 き､各ブロックとも

学校 の規模 は小 さ くなっている (第 14図)｡高校教育 の意義 を考 える時､学校が小

規模化 してゆ くことか ら発生す る問題 は､小学校 な どと比べ る とよ り深刻 な面 もあ

る｡従 って､ブ ロ ックによっては､近 い将来 ､教育環境 を維持 することを目的に高

校の統廃合 も考慮せ ざるをえな くなるもの と考 え られ る｡

(9 1965年の段階では､収容力 と高校進学率 は正 の相関を示 してお り､収容力の
ド

高 い東北線沿線地域 で は進学率 も高 く､沿岸 ･県北地域 はその逆 であった (第 19

図)｡ ところが､ 1995年 になる と高校進学率の地域差 がな くなったことか ら収容力

と高校進学率 の間に顕著 な相関は兄 いだせ な くなる (第20図)｡

⑥ 1965年か ら1995年 に至 るまでの間に､各ブ ロ ックとも､普通科以外の一連の

職業学科 をブ ロ ック内に持つ ようになった (第13表 )｡高校 への進学希望者 に とっ

て､通学可能 な範囲 において選択肢 が広 が った とい う点では､教育環境の改善であ

る｡一部 に普通科以外 の学科 を一切持 たないブ ロ ックも存在 す るが､岩泉ブ ロック

を除 くと隣接ブ ロ ックへの通学が容易 な ところにあ り､実質的 な問題 はほ とん どな

い｡岩泉ブ ロ ックだけは､ブ ロック内に普通科 しかない上 に隣接ブロ ックか らの隔

絶性 が高 く､職業学科 を志 す受験生 は不利益 を被 ってお り､ こうした意味で岩泉ブ

ロ ックの教育環境 は低 い水準 に置かれている｡
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荏

1)地理学 にお いて､学校 の統廃合 や通学 区域 の変遷 をテーマ とした研究 と して

は､西 田 (1974, 1986) ､戸祭 (1976) ､酒川 (1983,1984)､石郷岡 (1991)

な どがある｡

2) 1995年 4月の時点 で､岩手県 では､教育委員会規則 によ り､県立および市立高

校全 日制課程普通科 の通学区域 (学 区)を下表 の ように定 めている｡

学区名 高校 学 区に属 する区域

盛岡 .雫石学 区 盛岡第-高校 盛岡市 ,雫石町
盛岡第二高校 西根町の うち大更

盛 岡第三高校 ー玉 山村 ,滝沢村

盛岡第.四高校 紫波町

盛岡北高校 (盛岡四高､盛岡南高 ､不釆方高のみ)

盛岡南高稜 矢 巾町

不釆方高校雫石高校盛岡市立高校 川井村 の うち大字 田代

沼宮 内 .葛巻学 区 沼宮 内高校葛巻高校 岩手町 ,葛巻 町,玉 山畢

平舘学 区 平舘高校 西根 町,松尾村 ,安代 町

紫波学 区 紫波高校 盛 岡市の うち旧都南村の区域

紫波 町,矢 巾町 ,大迫 町,石鳥谷町

花巻 .東和学 区 花巻北高校 花巻市 ,石鳥谷何

花巻南高校 北上市の うち飯豊 町 と二子町

東和高校 . 東和 町 ,宮守村

大迫学 区 大迫高校 紫波 町,.大迫町,石鳥谷町,宮守村

黒沢尻学 区 黒沢尻北高校黒沢尻南高校西和賀高校 北上市 ,湯 田町,沢 内村

金ヶ崎学 区 前沢高校 水沢市 ,江刺市 ,前沢町,胆沢町

金ヶ崎高校胆沢高校 金ヶ崎町 ,衣川村 ,平泉町

一関 .花泉学 区 - 関第-高校 衣川村 ,一 関市 ,平泉 町,花泉町

一 関第二高校 藤沢町の うち黄海

花泉高校 東 山町,川崎村

大東学 区 大東高校 大東町,東 山町 ,川崎村
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学区名 高校 学 区に属_す る区域

高 田 .大船渡 .住 田学 区 高 田高校大船嘩高校住 田高校 大船渡市 ,陸前高 田市 ,住 田町,三陸町

釜石 .大槌学 区 釜石南高校釜石北高_校大槌高校 釜石市 ,大槌町

遠野学 区 遠野高校 遠野市 ,宮守村

山田学 区 山田高校 宮古市の うち大字重茂

山田町

宮古 .岩泉学 区 宮古高校 宮古市 ,岩泉町

宮古北高校 山田町の うち豊間根

岩泉高校 田老 町 ,田野畑村 ,新里村 ,川井村

久慈 .種市学 区 久慈高校 岩泉 町の うち安家

種市高校 普代村 ,久慈市 ,種市 町,野 田村

大野高校 山形村 ,大野村

軽米 .福岡学 区 軽米高校 軽米 町 ,大野村 ,九戸村 ,二戸市

伊保 内高校福岡高校浄法寺高校 . 浄法寺町 ,安代 町

なお､全 日制普通科以外のいわ ゆる職業科 には上記 の学 区制 は適用されない｡

また､普通科 の特殊 な コース (不釆方高校 の体育学系､芸術学系､外国語学系 な

ど)につ いて も学 区制の適用 は行われ ない｡なお､学 区制の適用を受 ける上記 の

高校 について も､募集定員の15%以 内であれば､学 区外 か らの入学 を受 け入れ る

ことが可能である｡

3)本稿 では､気仙 ､釜石 ､宮古 ､岩泉 ､久慈 の 5ブ ロ ックを ｢沿岸地域 ｣､岩

手 ､平舘 ､二戸 の 3ブ ロ ックを ｢県北地域｣ とす る｡さ らに､東磐井 と遠野ブ ロ

ックを ｢北上 山地地域 ｣ とする｡

4)学校教育法施行規 則第17条 お よび第 55条 は､小学校お よび中学校の適正規模 を

12- 18学級 と定めている｡

5)学校数の算出にあたっては､分校 も独立 した 1つの学校 として計算 した｡

6) ｢公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律｣による

と､小学校の場合､連続する 2個学年の児童数の合計が18人以下 (1年生と2年

生の場合には合計10人以下)の場合､当該学年の児童を複式学級 として編成する

ものと規定 している｡

7)岩手県教育委員会編 (1982)および県内教育関係者からの聞き取 りによる｡
し
Lヽ
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8)学級数の算 出にあ たって､精神薄弱 ､言語障害 ､情緒 障害等 の問題 を抱 えた児

童 を対象 とす るいわ ゆ る特殊学級 は除外 してあ る｡

9)注 5)参照

10)岩手県教育委員会編 (1982)お よび県 内教育 関係者 か らの聞 き取 りによる｡

ll)中央教育審議会 は､ ｢公立小 ･中学校 の統合方策 につ いての答 申｣ (1956)に

お いて､ ｢児童生徒 の通学距離 はこ通常 の場合 ､小学校児童 にあっては 4km､中

学校生徒 にあって は 6kmを最高限度 とす る ことが適 当 と考 え られ る｣ とし､児童

･生徒 の通学距離 の基準 につ いて､一応√の 目安 を示 している｡

12)注2)参照

13)1965年 の収容 力 と進学率 の相 関係数 は +0.80(危険率 5%で有意 )である｡

14)1995年 の収容 力 と進学率 の相 関係数 は -0.09(危 険率 5%で有意 )である｡
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第1表 小学校における学校数と児童数の変化

ブ恥ク 地 区 学校数 児童数 1校あたり平均児童数1965年 1995年 95*10065 1965年 1995年 95*10065 1965年 1995年 95*10065

盛 岡 盛 岡 市 39 42 108 ~18,369 20,896 114 471 498 106

雫石町 ll 10 91 2,318 1,371 59 211 137 65
滝沢村 7 7 100 1.410 3.573 253 201 510 254
玉山村 13 1tI ･77 2,373 1,032 43 183 103 56
紫波町 13 ll 85 2,957 2,357 80 227 214 94
矢巾町 4 3 75 1.536 1.755 114 384 585 152

岩 ●手 葛巻町 14 13 ,93 2,776 702 25 198 54 27
岩手町 13 9 69 3.665 1.272 35 282 141 50

平 舘 西根町 9 7 78 3,006 1,371 46 334 196 59松尾村 4 3 75 2,255 494 22 564 165 29
安代町 10 7 70 1,656 403 24 166 58 35

花 巻 花者市 18 13 72 6,412 4,784 75 356 368 103
大迫町 9 4 44 1.308 482 37 145 121 83
石鳥谷町 8 4 50 1,756 1,133 65 220 283 129
東和町 13 6 46 1,741 763 44 134 127 95

北 上 北上市 27 21 78 8,333 6,316 76 309 301 97湯田町 ll 5 45 1,281 295 23 116 59 51
沢内村 6 4 67 886 296 33 148 74 50

水 沢 水沢市 13 8 62 5,027 4,010 80 387 501 129

白二刺市 21 12 57 5,483 2,258 41 261 188 72
金ヶ崎町- 13 6 46 2,110 1,123 53 162 187 115
前沢町 8 7 88 2,317 1,078 47 290 154 53
胆沢町 10 4 40 2.579 1,297 50 258 324 126
衣川村 5 5 100 990 ･ー472 48 198 94 47

一 関 一関市 20 14 70 6,780 4,363 64 339 312 92花泉町 12 7 58 2,734 1,157 42 228 165 72平泉町 4 2 50 1.301 654 50 325 327 101

東磐井大東町14 ll 79 3,693 1.327 36 264 121 46

敵尺町ll 6 55 1,959 795 41 178 133 75
千厩町 8 5 63 2,2t)9 945 43 276 189 68
東山町 6 3 50 1,359 568 42 .227 189 83
室根村 5 5 100 1,191 461 39 238 92 39
川崎村 4 2 50 885 349 39 221 175 ･79

気 仙 大船画 布 9 9 100 4,434 2,461 56 493 273 55
陸前高田市 13 ll 85 3,901 ㌧1,865 48 300 170 57
住田町 10 5 50 1,790 ､510 28 179 102 57
三陸町 7 5 71 1,335 556 '42 191 111 58

遠 野 遠野市 21 9 43 4,829 2,016 42 230 224 97
宮守村 9 3 33 1.251 385 31 139 128 92

釜 石 釜石市 29 18 62 10,274 3,098 3tI 354 172 49
大槌町 10 7 70 2,712 1.352 50 271 193 71

宮 古 宮古市 26 18 69 6,435 3,904 61 248 217 88
田老町 1tI -3 30 1,301 ･325 25 130 108 83
山田町 10 9 90 3.104 1.526 49 310 170 55

川井村 18 5 28 1.436 258 18 80 52 65

岩 泉 岩泉町 41 20 49 4,220 1,010 24 103 51 50
田野畑村 9 7 78 1.034 357 35 115 51 44

久 慈 久慈市 28 15 54 5.643 3.048 54 202 203 100

普代村 4 4 100 805 278 35 201■ 70 35
種市町 9 8 89 2,605 1,193 46 289 149 52
野田村 3 1 33 882 458 52 294 458 156
山形材 8 8 100 1,268 269 21 159 34 21
大 野 村 5 5 loo 1.465 551 38 293 110 38

二 戸 二戸市 24 12 50 3,947 2,012 51 164 168 102
軽米町 14 ll 79 2,563 ( 924 36 183 84 46
九戸村 7 6 86 1,500 ｢492 33 214 82 38
浄法寺町 7 6 86 1,277 371 29 182 62 34
⊥戸町 26 12 46 4,011 1.174 29 154 98 64

計 745 497 67 179,635 100,828 56 241 203 84

注:『学校一覧』 (岩手県教育委員会)による｡
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第 2表 小学校における1校あた

り平均児童数の度数別

地区数

一校あたり平均児童数 1965年 1995年

500人以上 1 3

400- 499 2 2

200- 299 23 6

100.- 199 22 27

0 .- ′ 99 1 16
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.ブロック 地 区 1965年 1995年 ㊨-㊨ ⑳-㊨19学級以上 18学級～12 11学級～ 6 5学級以下@ 計 讐莞 ⑳ 19学級以上 18学級･-12 11学級～.6 5学級以下㊥ 計 慧莞 ③

盛 岡 盛岡市 8 ll ll 9 39 23 16 15 6 5 42 12 -4 -ll

雫石町 2 ･6 3 ll 27 1 6 3 10 30 0 3
滝沢村 6 1 7 14 3 1 2 1 7 14 0 0
玉山村 2 5 6 13 46 2 3 5 10 50 -1 4̀
紫波町 2 9 2 13 15 1 2 8 ll 0 -2 -15
矢 巾町 3 1 ･4 25 1 2 3 0 -I -25

√岩 手 葛巻町 1 1 8 4 14 29 4 9 13 69 5 40
岩 手 町 1 2 5 5 13 38 1 4 4 9 44 -1 6

.:平 舘 西根 町 4 3 2 9 22 1 5 1 7 14 -1 -8松尾村 1 2 1 4 0 3 3 0 0 0
安代町 1 7 2 10 20 3 4 7 57 2 37

,花 巻 花巻市 1 5 9 3 18 17 2 6 3 2 13 15 -1 -2
大迫町 1 3 5 9 56 4 4 0 -5 -56
石鳥谷町 1 5 2 8 25 1 3 4 0 -2 -25
東和町 1 8 4 13 31 5 1 6 17 -3 -14

∃ヒ 上 北上符 3 3 18 3 27 ll 3 4 13 1 21 5 -2 -6湯田町 1 5 5 ll 45 2 3 5 80 -2 15
沢内村 4 2 6 33 3 1 4 25 -1 -8

二水 沢 水沢市 2 4 2 5 13 38 3 2 3 8 0 -5 -38

紅刺市 1 6 7 7 21 33 1 1 9 1 12 8 -6 -25金ヶ崎町 2 8 3 13 23 1 4 1 6 17 -2 -6前沢町 2 6 8 0 1 5 1 7 14 1 14胆沢町 3 5 2 10 20 2 2 4 0 -2 -20
衣川村 4 1 5 20 2 3 5 60 2 40

花泉町 3 8 1 12 8 6 1 7 14 0 6
平泉 町 1 2 1 4 25 1 1 2 0 -1 -25

l東尊井 大 東町 1 3 6 4 14 29 1 7 3 ll 27 -1 -2

藤沢町 2 4 5 ll 45 5 1 6 17 -4 -28
千厩町 1 1 4 2 8 25 1 3 1 5 20 -I -5
東 山 町 2 1 3 6 50 3 3 0 -3 -50
室 根 村 1 4 5 0 5 5 0 0 0
川崎村 1 1 2 4 50 2 2 0 -2 -50

気 仙 大 船渡市 1 5 2 1 9 ll 4 5 9 0 -1 -ll
陸前高田市 1 2 8 2 13 15 2 7 2 ll 18 0 3
住田町 1 4 5 10 50 2 3 5 60 -2 10
三陸町 1 4 2 7 29 3 2 5 40 0 ll

遠 野 遠野市 1 3 9 8 21 38 2 6 1 9 ll -7 -27宮守村 6 3 9 33 3 3 0 -3 -33

釜 石 釜石市 6 4 6 13 29 45 2 10 6 18 33 -7 -12大槌町 1 2 3 4 10 40 2 3 2 7 29 -2 -ll

宮 古 冨古市 2 5 9 10 26 38 1 4 8 5 18 28 -5 -10
田老町 1 2 7 10 70 1 2 3 67 -5 -3
山田町 1 1 5 3 10 30 1 6 2 9 22 -1 -8
新里村 4 1 5 20 3 1 4 25 0 5
川井 村 6 12 18 6.7 5 5 loo -7 33

.1岩 泉 岩泉 町 2 ll 28 41 _ 68 1 3 16 20 80 -12 12
田野 畑村 6 3 9 33 3 4 7 57 ･l 24

.久 慈 久 慈 市 1 5 8 14 28 50 1 2 7 5 ･15 33 -9 -17

普代 村 4 4 0 2 2 4 50 2 50
種 市 町 3 5 1 9 ll 7 1 8 13 0 2
野関村 1 2 3 0 1 1 0 0 0
山形付 7 1 8 13 1 7 8 88 6 75
大野村 1 4 5 0 3 2 5 40 2 40

- -■■-■-- 戸 二戸市 1 2 9 12 24 50 3 3. 6 .12 50 -6 0軽米 町 1 10 3 14 21 1 4 6 ll 55 3 34
九戸村 1 5 1 7 14 3 3 6 50 2 36
浄法寺町 1 2 4 7 57 2 4 6 67 0 10
一戸町 2 14 10 26 38 I 4 7 12 58 -3 20

鉦 1:『学校一覧』 (岩手県教育委旦会)による｡

鉦 2:5学級以下の学校を r複式校Jとする｡
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第4表 小学校における複式校

比率の度数別地区数

1965年 1995年

100% 1

･90-99%

80.-89% 2

70.-79% 1

60-69% 2 6

50.-59% 7 8

40.-49% 5 3

30′一一39% ll 3

20-29% 17 7

10.-19% 9 13

0- 9% 7 16
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第5表 小学校における1校あたり平均児童数と複式校比率の増減関係

複式校比率の増減 (1965年～1995年)

-25%以下 ト 24%～0% +1%へ.+25% +26%以上

1校 あ た り 100以上 ■官 憲 篭 ;--画王 B.B冨田久竺可99･}80 塵 冨豊 北ト 関 ..琴波 束和 一L 宮古田老｣

平 均 児 童 数の増減【19;;≡;Ooユ 一

79-6059-4039以下 I区 蒜 '--青 首 1I 享 = --叫---ー-~叫｢川井 I●I

書 芸塁 封ー ｢ fI一 一l ll I I畳麹 裟 tf●ItIII●I

荏 :表中の記号は以下のとおり｡

◎:1995年の複式校の実数が1965年より増加した地区｡

○:1995年の複式校の実数が1965年と等 しい地区｡
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第 6表 高校における学校数 と生徒数の変化 (全 日制)

ブロック 学校数 生徒数 1校 串 た り平均生徒 数1965年 1995年 95*10065 1965年 1995年 95*10065 1965年 1995年 95*10065

盛 岡 18 ■21 117 15,134 18,659 123 841 889 106

岩 手 2 2 100 517 769 149 259 385 149

平 舘 1 1 100 750 644 86 750 644 86

花 巻 7 7 100 4,471 3,884 87 639 555 87

北 上 5 6 120 5,470 4,533 83 1,094 756 69

水 沢 8 10 12.5 6,648 5,314 80 831 531 64

一 関 6 7 117 6,313 4,663 74 1,052 666 63

東磐井 4 5 125 2,488 1,910 77 622 382 61

気 仙 6 6 100 3,042 2,904 95 507 484 95

遠 野 2 3 r150 1,402 1,317 94 701 439 63

釜 石 (5 5 100 4,165 2,600 62 833 520~ 62

宮 古 4 7 175 3,050 3,470 114 763 496 65

岩 泉 1 3 300 437 544㌔. 12.4 437 181 41

久 慈 3 8 267 1,422 2,624 185 474 328 69

- 戸 4 6 150 2,561 2,701 105 640 450 70

計 76 97 128 57,870 56,536 98 761 583 77

荏 :『学校一覧』 (岩手県教育委員会)による｡
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第 7表 高校における学校数 と生徒数の変化 (定時制)

Jtlyg 学校数 ｢J- 生徒数 1校 あ た■り平均生 徒 数1965年 1995年 95*10065 1965年 1,995* 95事10065 1965年 1995年 95*10065

盛 岡 10 3 30 1,748 456 26 175 152 87

岩 手 1 0 0 107 0 0 107

平 舘 2 0 0 134 0 0 67

花 巻 3 0 0 671 0 0 224

北 上 6 2 33 740 57 8 123 29 24

水 沢 10 1 10 1,046 30 3 105 30 29

一 関 4 1 25 430 32 7 108 32 30

東磐井 6 1 17 421 43 Ilo 70 43 61

気 仙 4 1 25 481 41 9 120 41 34

遠 野 1 0 0 90 0 0 90

釜 石 4 1 ㍗ 25 650 25 4 163 25 15

宮 古 7 1 14 848 61 7 121 61- 50

岩 泉 3 0 0 222 0 0 74

久 慈 ､5 1 20 232 (73 31 46 73 159

- 戸 4 1 25 385 48 12 96 48 50

荏 :『学校一覧』 (岩手県教育委員会)による｡
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第 8表 高校 における学校数 と生徒数の変化 (全 日制+定時制)

7tlyg 学校数 生徒数 1校 あ た り平均生 徒数1965年 1995年 95*10065 1965年 i99時 ~95*10065 1965年 1995年 95*10065

盛 岡 28 24 86 16,882 19,115 113 603 796 132

岩 手 ･3 2 67 624 769 123 208 385 185

平 舘 3 1 33 884 644 73 295 644 218

花 巻 10 7 70 5,142 3,884 76 514 555 108

北 上 ll 8 73 6;210 4,590 74 565 574 102

水 沢 18 ll 61 7,694 5,344 69 427 486 114

一 関 10 8 80 6,743 4,695 70 674 587 87

東磐井 10 6 60 2,909 1,953 ■67 291 326 112

気 仙 10 7 70 3,523 2,945 84 352 421 120

遠 野 3 3 loo p 1,492 1,317 88 497 439 88

釜 石 9 6 67 4,815 ~2,625 55 535 438 82

宮 古 ll 8 73 3,898 3,531 91 354 441 125

岩 泉 4 3 75 659 544 83 165 181 110

久 慈 8 9 113 1,654 2㌻697 163 207 300 145

_ 戸 臥-㌔ 7 88 2,946 2,749 93 368 393 107

計 146 110 75 66,075 57,402 87 453 522 115

注 :『学校一覧』 (岩手県教育委貞会)による｡
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第 9表 高校における定時制

在籍生徒の割合 (%)

Jtlyg 1965年 1995年

盛 岡 10 2

岩 手 17 0
平 舘 15 0
花 巻 13 0
北 上 12 1

水 沢 14 1

一 関 6 1

東磐井 14 2

気 iLb 14 1

遠 野 6 0
釜 石 13 1

宮 古 2云 2

岩 泉 34 0
久 慈 14 3

- 1コ 13 2

荏 :『学校一覧』 (岩手県教
育委員会)による｡
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第10表 高校収容力 と高校進学率 (全日制+定時制)

ブロック 1965年 1995年
収容力 進学率(%) 収容力 進学率(%)

盛 岡 (a) 122 67 117 97

岩 手 (b) 65 33 63 97

平 舘 (C) 46 40 46 99

花 巻 (d) 103 70 93 99

北 上 (e) 131 64 116 98

水 沢 (f) 101 61 89 99

一 関 (g) 152 62 127 97

東磐井 (h) 77 49 75 97

気 仙 ( i) 88 56 92 98

遠 野 (J) ウ8 51 98 97

釜 石 (k) 100 60 98 97

宮 古 (1) 89 49 96 94

岩 泉 (m) 58 39 68 94

久 慈 (n) 72 37 83 97

二 戸 (o) 94 43 89 97

注 1 :『学校一覧』 (岩手県教育委員会)および 『岩
手県統計年鑑』 (岩手県統計調査課)による｡

注 2 :ブロック名欄のアルファベット記号は､第 19図
および第20図の記号に対応する｡
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第11表 全日制高校における1校
あたり平均生徒数の度数

別ブロック数

一校あたり平均生徒数 1965年 1995年

･1000人以上 2

800- 999 3 1

600.-.799 6 3

400.-- 599 3 7

200.- 399 1 3

0.-.199 1
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第12表 高校収容力の度数別

ブロック数

収 容 力 1965年 1995年

100以上 6 3

80-99 3 8

60.-79 4 3

40.-′59 2 1

20.-39

0.-19

合計 15 15
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第13表 全 日制高校における普通系および職業系コースの設置状況
5ii

ブロック ( ノ1965年 1995年普通系 商業系 工業系 農水系 普通系 商業系 工業系 農水系

盛 岡 ○△ ○△ ○ O△ ○ ○△ ○ ○△●一 ●▲ ▲

岩 手 ○ ○

平 舘 ○ ○

花 巻 O -●A .● ○ ○●○▲ ▲ ○

北 上 ○▲ ●.0▲ ○ ○●▲ ○▲ ○

水 沢 ○●○△▲ ○ ○●○△ ○ ○

一 関 ○ _△ ○△ L△ ○ △ ○ ○●●▲ ●▲ ▲

東磐井 ○ ○ △ ○ ○ ○

気 仙 ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○

遠 野 ○ △ (⊃ ○ ○

釜 石 ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮 古 ○ ○ ○ ○_ ○ .0 ○

岩 泉 ○ _△ 0--

久 慈 ○ △ ○ ○ ○ ○ ○

注 1:『学校一覧』 (岩手県教育委員会)による｡

注2;表中の記号は以下のとお り｡

○:公立高校において､当該の系統を主 とする独立校が存在するもの｡

(例 :普通高校､商業高校､工業高校､農業高校など)

△ :公立高校において､当該の系統が別系統のコースを主とする学校に併

設されているもの｡ (例 :普通科高校に設置された商業科など)

● :私立高校において､当該の系統を主とする独立校が存在するもの｡

▲ :私立高校において､当該の系統が別系統のコースを主とする学校に併
設されているもの｡
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第 1図 研究対象地城
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第 2図 小学校 における児童数の変化 (1965年～1995年)

赤 : 100以上 ,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40-59 青 :39以下

(1965年 を 100とする1995年の指数)
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第 3図 小学校 における学校数の変化 (1965年～1995年)

赤 : 100以上,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40-59 青 :39以下

(1965年 を 100とする1995年の指数 )

LLと



第 4図 小学校における 1校あた り平均児童数 (1965年)

赤 : 400人以上,黄 : 300人～ 399人,緑 : 200人～ 299人,

水色 : 100人～ 199人,青 ‥99人以下
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第 5図 小学校における 1校あた り平均児童数 (1995年)

赤 : 400人以上,黄 : 300人～ 399人,緑 : 200人～ 299人,

水色 : 100人～ 199人,育 :99人以下
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第 6図 小学校 における 1校 あた り平均児童数の変化 (1965年～1995年)

赤 : 100以上,貴 :80-99,線 :60-79,

水色 :40-59,育 :39以下

(1965年 を 100とする1995年の指数 )
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第 7図 小学校における複式校の比率 (1965年)

赤 :80%以上 ,黄 :60%～ 79%,緑 :40%～ 59%,

水色 :20%～39%,育 :19%以下
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第 8図 小学校における複式校の比率 (1995年)

赤 :80%以上 ,黄 :60%～79%,緑 :40%～59%,

水色 :20%～39%,育 :19%以下
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第 9図 小学校 における 1校 あた り平均児童数 と複式校比率の増減関係

青 :A型 ,黄 :B型 ,赤 :C型
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第 10図 全 日制高校における学校数の変化 (1965年～1995年 )

赤 : 200以上,黄 : 150- 199,緑 : 125- 149,

水色 : 100- 124,育 :99以下

(1965年を 100とす る1995年の指数)
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第 11図 全 日制高校 におけ る生徒数 の変化 (1965年～1995年 )

赤 : 100以上,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40-59,育 :39以下

(1965年 を 100とする1995年 の指数 )
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第 12図 全 日制高校における 1校 あた り平均生徒数 (1965年)

赤 : 800人以上､黄 : 600人～ 799人,緑 : 400人～ 599人,

水色 : 200人～ 399人,育 : 199人以下
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第13図 全 日制高校における 1校あた り平均生徒数 (1995年)

赤 : 800人以上､黄 : 600人～ 799人,緑 : 400人～ 599人,

水色 : 200人～ 399人,育 : 199人以下
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第 14図 全 日制高校 における 1校 あた り平均生徒数の変化 (1965年～1995年)

赤 : 100以上 ,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40-59,育 :39以下

(1965年 を 100とす る1995年の指数)
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第 15図 高校収容力 (1965年 )

赤 : 100以上,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40- 59,育 :39以下
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第 16図 高校収容力 (1995年 )

赤 : 100以上,黄 :80-99,緑 :60-79,

水色 :40-59,育 :39以下
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第17図 高校進学率 (1965年)

赤 :70%以上,黄 :60%～69%,緑 :50%～59%,

水色 :40%～49%,育 :39%以下
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第 18図 高校進学率 (1995年 )

赤 :70%以上,黄 :60%～69%,緑 :50%～59%,

水色 :40%～49%,育 :39%以下
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収容力

第19図 高校収容力と高校進学率の関係 (1965年)

a:盛岡ブロック,b:岩手ブロック,C :平舘ブロック,d:花巻ブロック,

e:北上ブロック,f :水沢ブロック,g :一関ブロック,h :東磐井ブ恥ク,

i:気仙ブロック,J':遠野ブロック,k :釜石ブロック:1:宮古ブロック,

m :岩泉ブロック,n :久慈ブロック,o :二戸ブロック
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62) 8切 1:E)田 12回 148 16切

収容力

第20図 高校収容力 と高校進学率の関係 (1995年)

a:盛岡ブロック,b:岩手ブロック,C :平舘プロo)ク,d :花巻プロoJク,

e:北上ブロック,f ;水沢ブロック,g :一関ブロック,h:東磐井ブロック,

i:気仙ブロック,j :遠野加･)ク,k:釜石ブ恥ク:1:宮古ブロック,

m:岩泉ブロック,n:久慈ブロック,o:二戸ブロック
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